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出張ハローワーク！ひとり親全力サポートキャンペーンを８月に実施します 

 

 

 

 

 

生活保護受給者等の就労促進を図るため、生活保護受給者等就労自立促進事業（以下「生

保事業」という。）を実施していますが、生保事業の支援対象者とするに当たっては、自治

体からハローワークへの送出し（支援要請）が必要となります。 

しかし、支援対象者のうち児童扶養手当受給者については、自治体へ定期的に出向く機

会が少ないため、生保事業への送出しが課題となっています。 

児童扶養手当受給者の生保事業による就労促進を図るため、厚生労働省では「出張ハロ

ーワーク！ひとり親全力サポートキャンペーン」と題し、８月の現況届の提出にあわせ、

児童扶養手当を受給されている方をハローワークの実施する生保事業へ誘導するための取

組を実施します。 

長崎労働局における取組の概要は以下のとおりです。 

 

記 

 

１．実施期間：別表のとおり 

 

２．主な内容：自治体庁舎内に、ハローワークの臨時相談窓口を設置し、きめ細かな職業

相談・職業紹介を実施 

長崎労働局発表 

平成２７年７月３１日（金） 

長崎労働局 職業安定部 

職業対策課長     桑野 栄一 

職業対策課長補佐   馬場 昭則 

 電話 095-801-0042（内線：321） 

【ポイント】 

○児童扶養手当受給者の８月の現況届提出時に合わせ、ハローワークが自治体に出向いて児童

扶養手当受給者の就労相談を受け付ける臨時相談窓口等を設置する。（一部自治体を除く） 

http://nagasaki-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp/�


別表：長崎県内における臨時相談窓口の設置予定 

自治体 開設日等 管轄安定所 

佐世保市 ８月毎週月曜日及２８日 
ハローワーク佐世保（職業相談第二部門) 

０９５６－８８－２００４ 

諌早市 ８月毎週月曜日 
ハローワーク諌早（専門援助部門） 

０９５７－２１－８６０９ 

五島市 ８月１９～２１日 
ハローワーク五島（職業紹介部門） 

０９５９－７２－３１０５ 

佐々町 ８月２０日 
ハローワーク佐世保（職業相談第二部門) 

０９５６－８８－２００４ 

新上五島町 ８月１９～２０日 
ハローワーク五島（職業紹介部門） 

０９５９－７２－３１０５ 

 

※ 掲載されていない自治体については、ハローワークと自治体庁舎の近接や、設置スペー

ス等の理由により臨時相談窓口の設置は予定しておりませんが、ハローワークにおける

相談は随時受け付けています。 

 

 

○生活保護受給者等就労自立促進事業 

労働局・ハローワークと地方自治体との協定等に基づく連携を基盤に、生活保護受給者

等の就労促進を図るための事業。 

事業の概要及び長崎労働局における過去の実績については別紙を参照。 

 

○児童扶養手当 

父母の離婚等により、父又は母と生計を同じくしていない児童などについて、ひとり親

家庭等の生活の安定を図り、自立を促進することを目的として支給されるもの。 

 

○児童扶養手当受給者の現況届 

児童扶養手当受給者は、児童扶養手当法施行規則第４条に基づき、毎年８月１日から８

月３１日までの間に、所得や対象児童の状況等の現況を、居住する市や町の担当窓口に提

出することとなっている。 



  
 労働局・ハローワークと地方自治体との協定等に基づく連携を基盤に、生活保護受給者等の就労促進を図る「福祉から就労」
支援事業を発展的に解消の上、平成25年度から新たに生活保護受給者等就労自立促進事業を実施。    
 さらに、平成27年４月から生活困窮者自立支援法が施行されたところであり、地方自治体にハローワークの常設窓口を増設
する等、両機関が一体となった就労支援を推進することにより、支援対象者の就労による自立を促進する。 
 

 
就職支援ナビゲーター 
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地方自治体 
（福祉事務所等） 

生活保護受給者 

児童扶養手当受給者 

生活困窮者    

○的確な就労に関する助言 
→給付の適正化の実現 

就労に関する支援
要請→ 
   両者共同で支援 
 対象者選定の上、 
 個別の就労支援 
 ﾌﾟﾗﾝ策定 

←求職活動状況の 
 提供・共有化 

○自治体と協議会の設置及び当該 
  事業に関する協定の締結 
○自治体への常設窓口の設置、 
 ﾊﾛｰﾜｰｸからの巡回相談の実施等の 
 ﾜﾝｽﾄｯﾌﾟ型の支援体制の整備 
  
  

生活保護受給者等就労自立促進事業の推進 

 
＜就労支援メニュー＞ 

① キャリア・コンサルティング 

② 職業相談・職業紹介 

③ 職業準備プログラム 

④ トライアル雇用 

⑤ 公的職業訓練等による能力開発 

⑥ 個別求人開拓 
 

住居確保給付金受給者 

職場定着に向けたフォロー 
        アップの強化 

等 
  



長崎労働局における生活保護受給者等就労自立促進事業の実績推移

支援対象者数 （人）

年度 H23 H24 H25 H26

生保 429 506 724 801

児扶手 190 192 262 286

住宅給付 68 77 59 66

相談段階 0 0 60 160

モデル 0 0 0 11

その他 1 0 1 3

年度計 688 775 1,106 1,327

就職件数 （件）

年度 H23 H24 H25 H26

生保 266 295 450 482

児扶手 143 159 203 237

住宅給付 38 53 50 55

相談段階 0 0 46 128

モデル 0 0 0 7

その他 0 0 1 2

年度計 447 507 750 911

※本票において、生保事業の支援対象者は以下のとおり区分されています。

①生活保護受給者（生保）、②児童扶養手当受給者（児扶手）、③住宅支援給付受給者（住宅給付）、④生活保護の相談・申請段階にある者（相談段階）、

⑤生活困窮者自立促進支援モデル事業の対象者（モデル）、⑥その他
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